
皆様、本日はお忙しい中、当社の中期ビジョン説明会にご参加いただき、誠にあ
りがとうございます。本日ご紹介するのは、2025年4月から2030年3月までの中
期ビジョン「Vision120」です。スローガンは

「CREATING THE FUTURE THROUGH PACKAGING（包装で未来を創る）」で
す。

それでは、ご説明を進めさせていただきます。
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当社は1909年の創業以来、段ボールの製造・販売を基盤に、2000年頃から「パッ

ケージ」をキーワードに多角化と海外展開を進めてまいりました。現在、レンゴー
グループとして、国内外で多様な包装資材を提供し、社会に貢献しています。

環境に優しい製品の開発と生産体制の構築を通じて、地球環境課題や社会的課
題の解決に取り組んでいます。これらの歴史を踏まえ、創業120周年にあたる
2030年3月期までの5カ年で、価値創出基盤の強化を図る中期ビジョン
「Vision120」を策定しました。

このビジョンの目標として、2030年3月期に売上高1.2兆円、営業利益700億円、
経常利益720億円、EBITDA1,350億円、ROE8.5%、D/Eレシオ0.7倍を掲げてい
ます。
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次に、「Vision120」の期間である、今後5年間の位置づけについてご説明いたし
ます。

創業から120年目となる2030年までの5年間は、将来の価値創出に向け、事業基
盤をより強固なものにしていく段階と捉えています。 この5年間は、長期的な戦
略の第一フェーズ、すなわち「価値創出基盤の強化」に位置づけられます。

これに続くフェーズとして、2040年までの「創出価値の増大」、そして2050年まで
の「新たな価値の創出」を見据えています。

これらのフェーズを通じて、持続可能な成長と社会的な存在価値の向上を目指
してまいります。
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当社の基本理念は、パッケージが消費者の手元へ商品が届くために欠かせない
ものであるという認識に基づいています。

お客様の商品を装い、包み、守ることで社会に貢献しています。このビジョンの
根幹には、人本主義、すなわち「人を中心におく経営」があります。

私たちは、他者に対する共感と惻隠の情を重んじ、従業員の多様な個性を尊重
し、全要素生産性の向上を図ります。
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当社グループは、「ゼネラル・パッケージング・インダストリー＝GPIレンゴー」を標

榜し、あらゆる産業の包装ニーズに対応する「パッケージプロバイダー」としての
役割を果たしています。この体制を「ヘキサゴン経営」と呼び、6つのコア事業を
軸に構成しています。
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製紙、段ボール、紙器、軟包装、重包装、海外の各事業を強化し、水平連携と垂直
連携を高めることで、包装に関するビジネスチャンスを逃さずつかみ、持続可能
なバリューチェーンの確立と付加価値創出力の強化に取り組んでいます。
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次に、重点テーマについてご説明いたします。

当社は、「マテリアリティ（重要課題）への取組み」と「グループ経営の進化/深化」
を重要テーマと位置づけ、価値創出基盤の強化に取り組んでいます。

ビジネスの強さと環境・社会への配慮を両立させ、持続可能な成長を目指します。
各事業セグメントが強みを活かし、収益性の改善と価値創出力の向上を図りま
す。
マテリアリティへの取組みでは、気候変動や人権などのESG課題に重点を置き
ます。
グループ経営の進化/深化では、連携強化を最優先課題とし、シナジーを最大限
に発揮する体制を構築します。
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次に、当社の各事業セグメントにおける取組みについてご説明いたします。

まず、板紙・紙加工関連事業です。この事業は、持続的な成長のための基盤強化
とイノベーションを追求します。環境に配慮した製品開発と生産プロセスの最適
化を通じて、省人・省力・省資源化に向けたパッケージの進化をリードします。ま
た、デジタル技術の導入や新市場の開拓にも積極的に取り組み、収益性の向上
と新たな価値創出につなげてまいります。
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次に、軟包装関連事業です。この事業は、持続的な成長と収益性向上を追求しま
す。

環境負荷の低い素材の採用とリサイクル技術の向上を通じて、環境に優しい製
品のラインアップを拡充します。
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続いて、重包装関連事業です。この事業は、持続的な成長と新市場の創出を目指
します。

堅牢で環境に配慮した包装製品と最適なソリューションの提供を通じて、顧客の
多様なニーズに応えます。
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次に、海外関連事業です。この事業は、成長を加速させ、グローバル市場でのプ
レゼンスを強化します。

現地パートナーとの協力関係を深め、地域ごとの特性に応じたニーズに迅速に
対応します。
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最後に、その他の事業です。この事業は、運送および包装システムの分野を中心
に競争力を強化します。

運送事業では、ホワイト物流の推進や輸送効率の向上を図り、包装システム事業
では、顧客のニーズにきめ細かく対応します。

これらの取り組みにより、各事業セグメントは持続可能な成長を実現し、企業価
値の向上に貢献してまいります。
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次に、マテリアリティへの取組みについてご説明いたします。

まず、「パッケージプロバイダー」としての新たな価値創出についてです。主要事
業である板紙・紙加工関連事業において、環境配慮型製品の拡充を中心に基盤
の強化に注力しています。具体的には、次世代原紙の開発、RFIDによる原紙管
理システムの普及促進、バイオエタノール事業への参入などを進めています。
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環境配慮型製品・社会課題解決型製品のラインアップ強化については、リサイク
ル可能な段ボールや流通現場の作業効率化に貢献するパッケージの充実を図り
ます。

SP（セールスプロモーション）・CP（コントラクトパッケージング）事業の拡大につ

いては、販売促進支援や商品の詰め合わせサービスを拡大し、包装ニーズに対
応します。

包装システムの開発・販売の強化については、包装工程の自動化・省力化を進め、
需要を掘り起こします。
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また、軟包装関連事業においても、環境配慮型フィルム製品の開発・販売の強化
に取り組みます。バイオマス素材を用いたフィルムやリサイクルシステムの構築や
セロファン生産設備のリニューアルを進めます。セルロースビーズの用途開発と
生産能力強化にも取り組み、プラスチック微粒子の代替需要に応えます。

19



次に、地球環境との共生についてです。

気候変動への対応は当社グループで経営の最重要課題と位置づけており、2030

年度までにGHG排出量を46%削減する目標を掲げています。

また、段ボールのリサイクルシステム強化や水使用量の削減を進め、循環経済の
拡大を図るとともに、生産活動を持続可能なものとするため、自然資本の保全
にも取り組みます。
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人を中心におく経営については「人本主義」を経営の柱に据え、人権の尊重、安
全で働きやすい環境の整備、ゆとりと豊かさの実現、DEIの推進を通じて持続的
な成長と生産性向上を図ります。
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マテリアリティへの取組みの最後は、持続的成長に向けた経営基盤の強化です。

グループガバナンスの強化によってコンプライアンスや経営管理水準の維持、向
上を図るとともに、DXの基盤構築、取引先とのパートナーシップの強化、製品の
品質と安全性の保証に取り組んでまいります。

これらの取組みでは2030年度での達成を見据えた定量目標を設定しています。
今後は定量的な測定を含む進捗管理も行ってまいります。
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次に、グループ経営、特に一貫体制の進化と深化についてご説明いたします。

フレキシブルパッケージ分野では、2024年に子会社となったアールエム東セロの

フィルム製造と、日本マタイ、朋和産業、タキガワグループの川下事業との一貫体
制を強化しています。これにより、収益性向上のためのシナジー効果を最大化し
ています。

具体的には、アールエム東セロが素材サプライヤーとしての役割を果たし、グ
ループ内での連携を強化することで、調達効率を高め、コスト構造を最適化しま
す。これにより、収益性の向上を目指します。

また、販売面では顧客への迅速な対応が可能となり、信頼性の向上にも寄与し
ます。さらに、研究開発力の向上にも注力し、革新的な製品の開発を推進します。
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次に、グローバル経営の進化と深化についてご説明いたします。今後5年間で海

外関連事業の成長を加速させ、アジア、欧州、米国で事業規模の拡大と収益性の
向上を図ります。人的資本の強化やデジタル化を通じて、効率的な経営体制を整
備し、持続可能性を高めます。

具体的には、中国、インド、東南アジアでは重量物包装事業、軟包装事業を中心
に業容拡大と利益率の向上を図ります。欧州では顧客基盤の多様化を図り、現
地でのプレゼンスを強化します。米国では、成長基盤を築き、プレゼンスを高め
ます。

投下資本の規模では欧州が大きく、中国、インド、東南アジアが続きます。米国で
の展開も加速し、海外関連事業セグメントの売上高3,000億円、営業利益160億
円を目指します。これにより、収益機会の多様化とリスクの分散化を図ります。
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次に、経営指標についてご説明いたします。

ビジョンの期間累計（2026年3月期～2030年3月期）のキャッシュ・インフローは、
営業利益2,900億円、減価償却費3,200億円など、キャッシュ・アウトフローは、設
備投資およびM&Aに4,700億円、配当金に600億円など、フリー・キャッシュ・フ
ローは800億円と試算しています。

設備投資・M&Aの内訳としては、5年間累計4,700億円のうち、基盤投資（維持・
更新）に55%、成長投資に20%、移転・リニューアルに15%、サステナビリティ投資
に10%を配分します。特に大型の設備投資としては、当社武生工場のリニューア
ルやトライコー社（ドイツ）のゴッホ新工場が含まれます。

また、2030年3月期末までに配当性向30%に向け、利益成長を前提に累進的な
配当とともに、政策保有株式については純資産比10%未満とすることを目指し
ます。
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最後に、2030年3月期における財務指標についてです。当社グループは、ビジョ
ン最終年度となる2030年3月期に向け、ネット有利子負債EBITDA倍率2.6倍を
目標に、健全な財務基盤を堅持しつつ、経常利益率6%、ROE8.5%を目指します。
これにより、収益性と資本効率性の向上を図ります。

利益率をさらに高め、今後の金利上昇を見据えた負債圧縮による財務健全性の
改善も考慮し、株主還元については配当政策の基本方針を維持し、中長期的な
観点で企業価値向上を図るとともに、ステークホルダーとの信頼関係をより一
層充実させてまいります。
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以上が、当社の中期ビジョン「Vision120」に基づく各種取組みと経営指標の概要
です。

株主・投資家の皆様には、引き続きご支援とご理解をお願い申しあげます。
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